
































































































































































































































































































































既存の ｢ルール｣ または ｢マナー｣ を遵守することが、
｢公共の精神｣ を身につけることと捉えられている感

































































































































































































































































































































































































































































































文 部 科 学 省HP（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/
chukyo/chukyo0/toushin/030301.htm）より
4）同上「第1章　教育の課題と今後の教育の基本的方向につい
て」
5）同上「第2章　新しい時代にふさわしい教育基本法の在り方
について」
6）教育再生会議「いじめ問題への緊急提言−教育関係者、国
民に向けて−」2006年11月29日。教育再生会議HP（http://
www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouiku/houkoku/siryou1129.
pdf）より
7）「問題行動を起こす児童生徒に対する指導について」（通知）
2007年2月5日、18文科初第1019号。文部科学省HP（http://
www.mext.go.jp/amenu/shotou/seitoshidou/07020609.
htm）より。
8）例えば、広田照幸『教育には何ができないか』文芸春秋社，
2003.土井隆義『〈非行少年〉の消滅　−個性神話と少年犯
罪−』信山社,2003.など。
9）近年の例として、喜多明人「寛容なき厳罰主義〈ゼロ・ト
レランス〉　−子どもが育つ環境なのか−」、藤田英典編『誰
のための「教育再生」か』岩波書店,2007.
10）坂本秀夫『こんな校則　あんな拘束』朝日新聞社,1992.
11）宮本治「高校入試制度改革の波にゆれる和歌山の子どもた
ちの進路選択と進路保障」、和歌山国民教育研究所『和歌山
の子どもと教育』第14号,2004.
12）例えば、和歌山県教育委員会「県立高等学校再編整備計画」
などにおいて。和歌山県教育委員会HP（http://www.pref.
wakayama.lg.jp/prefg/500100/koumoku2/sub5_2.html）。
13）文部省リーフレット『スタート！　学校評議員（開かれた
学校づくりのために）』2000年1月。文部科学省HP（http://
www.mext.go.jp/b_menu/houdou/12/01/000106.htm）
14）実際の名称は学校によって異なるが、本稿では生徒・教師・
保護者（地域住民）が学校運営等の諸事について意見を交
流し合意形成を図る場を「三者協議会」と総称する。
15）順不同。県内の高校教育に関する研究会等で筆者らが知り
得た範囲で記しているため、他にも同様の取り組みが行わ
れている可能性は高い。
16）浦野東洋一『開かれた学校づくりと学校評価』．学事出版,
2007.p.13
17）同上。
18）さしあたり、第13条「個人の尊重」及び第26条「教育を
受ける権利」に関わって。
19）同じく、第12条「意見表明権」と関わって。
20）NHK総合テレビ『ドキュメント　にっぽんの現場　攻防！
ケータイ持ち込み』、2008年2月28日放送
21）「戦略的行為」の概念については、J.ハーバーマス『コミュ
ニケイション的行為の理論』上巻,未来社,1985.　第1章第
3節を参照.
22）齋藤純一『公共性』（思考のフロンティア）.岩波書店,
2000.
23）主権が「国民」にしか認められないことには重大な問題が
あるが、本稿では詳述しない。
24）無論、そうした「理由」が全て妥当なものであると判断し
ているわけではない。特に、他の制度より大きな権限をも
つ「学校運営協議会」が教委による任命制であることには
大きな疑問を感じる。
25）J.ハーバーマス『公共性の構造転換』,未来社,1973.特
に第2章「公共性の社会的構造」を参照。なお、同訳書に言
う「公共性」は、ドイツ語ではöffentlichkeitであるが、こ
れは空間を表す語であるとして、花田達郎は「公共圏」の
訳語を充てている。本稿では文脈に応じて両者を用いてい
高校に公共圏を立ち上げる試み
40
るが、概念としては同一のものである。花田『公共圏とい
う名の社会空間　−公共圏　メディア　市民社会−』木鐸
社,1996.
26）『Kokô塾　｢学びの郷｣　報告書』2005年度版.pp.1-10.
27）同上,p.ⅲ
28）同,2006年度版.pp.58-76.
29）同,2007年度版.p.97.
30）同上,p.118.
31）同上,p.119.
32）高校生の参加者に対しては2008年5月30日に、大学生に
対しては同5月28日に、いずれも1時間程度の半構造化した
グループでの面接調査を行った。以下、インタビュアー（三
木）をI、インタビュイーである生徒をSと表記する。
33）粉河高校の三者協議会を指す。KokôTriangleMeetingの
略称。
